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登米市商工観光振興計画は、「第二次登米市総合計画」の基本政策の一つである  

『地域資源を活かし、魅力ある元気な産業を「つくる」まちづくり』を具現化し、     

戦略的な視点をもってにぎわい創出と地域経済の振興を推進することを目的として

平成 27 年度に策定しました。 

本計画では、本市の商工観光に関する現状やポテンシャル、課題を踏まえ、本市が

今後も持続的に発展していくため、「地域をあげた魅力創造による商工観光の持続的

な発展」を基本理念として掲げ、基本理念を実現するための４つの基本目標を定め、

基本目標のもとに 10 の基本施策を設け、各種施策の取組を着実に進めてまいりまし

た。 

しかしながら、少子高齢化の急速な進展や人口減少、新型コロナウイルス感染症に

よる地域経済への影響など、本市を取り巻く環境が大きく変化しており、商工観光の

振興がこれまで以上に強く求められております。 

こうしたことから、令和３年度からの後期５年間に向け、商工観光を取り巻く環境

の変化に適確に対応するため、本計画の中間見直しを行いました。 

本市が商業、工業及び観光を通じて元気になるためには、これまで以上に各分野の

振興施策を地域が一体となって推進していくことが必要となります。 

今後も本計画に基づき、ここに働く人々の暮らしの好転に向けて、市民、関係団体

の方々と連携、協力のもと、商業、工業及び観光の魅力ある振興を創出し、本計画の

基本理念にも掲げた「地域をあげた魅力創造による商工観光の持続的な発展」の実現

を目指してまいります。 

結びに、本計画の見直しに当たり、検討委員会や商工振興審議会を通じてご協議、

ご審議をいただきました委員の皆様に心からお礼申し上げます。 
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第１章 登米市の現状 

１ 位置と沿革 

 本市は、宮城県の北東部に位置し、北は 

岩手県、西は栗原市及び大崎市、南は石巻 

市及び遠田郡、東は気仙沼市及び南三陸町に 

接し、市域面積は 536.12k ㎡で県全体の 

7.36％を占める県内第５位の規模となりま 

す。 

 西部は丘陵地、東部が山間地、その間を 

県内有数の穀倉地帯を形成する広大で平坦 

肥沃な登米耕土が広がっており、宮城米 

「ササニシキ、ひとめぼれ」の主産地と 

なっています。また、ブランド牛肉 

「仙台牛」を４割近く出荷しており、 

県内最大の肉用牛の生産地です。 

 また、本市北西部にはハクチョウや 

ガンなどが飛来する伊豆沼・内沼をはじめ、 

国内唯一の常設８レーン国際Ａ級公認ボート 

コースを有する長沼、南には遊歩道と浮桟橋 

が整備された平筒沼の湖沼があります。  

 

２ 人口・世帯数と産業別就業人口数 

 本市の人口は、令和３年１月末において 77,298 人で、平成 27 年国勢調査より、

５％ほど減少しています。一方、世帯数は令和３年１月末において 27,264 世帯で、

平成 27 年国勢調査より４％ほど増加していることから、核家族化の進行など、世

帯構成が変化してきています。また、令和元年度末における０～14 歳の年少人口

は、平成 27 年国勢調査より 12％、15～64 歳の生産年齢人口は９％減少し、65 歳

以上の高齢人口は７％増加していることから、少子高齢化がさらに進行していま

す。 

 就業人口としては、平成 12 年から平成 27 年国勢調査の「産業別就業人口の推

移」によると、農林業などに従事する第一次産業は 31％、製造業や建設業などに

従事する第二次産業は 30％減少。小売業やサービス業などの第三次産業は４％増

加しており、第一次及び第二次産業人口の後退が際立っています。 

 

 

 

■人口／７７,２９８人(令和３年１月末現在) 

■世帯／２７,２６４戸(令和３年１月末現在) 

■面積／５３６．１２k ㎡  
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人口・世帯数の推移  

 

 

 

 

産業別就業人口の推移 
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資料：総務省「国勢調査報告」（各年 10 月１日現在） R1 は市統計による。 
注）：人口の合計はＨ17 に３人、Ｈ22 に 108 人、Ｈ27 に 250 人の年齢不詳者を含めているため、 

各年の年齢別 3 階層人口の合計数値とは一致しません。 
※生産年齢人口 生産活動に就いている中核の労働力となるような年齢（15~64 歳）の人口のこと。 
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資料：総務省「国勢調査報告」（各年 10 月１日現在） 
注）：就職者数の合計には、Ｈ12 に 12 人、Ｈ17 に 84 人、Ｈ22 に 1,866 人、Ｈ27 に 2,466 人の分類不能 

の産業を含めているため、各年の産業別就業者数の合計数値とは一致しません。  
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３ 現状と課題 

（１）商業 

 

① 卸売・小売業の商店数及び年間販売額が減少 

本市の商業については、車社会の進展による郊外・沿道型の店舗の進出や大

型商業店舗・コンビニエンスストアへの消費者の購買行動の変化、市外への消

費流出などにより、商店数及び年間販売額が減少し、個店や商店街を取り巻く

環境は厳しい現状にあります。卸売・小売業については、平成 19 年度と 28 年

度の比較で飲食料品小売業の年間販売額が 200 億円ほど増加するなど全体で

287 億円ほど増加しておりますが、事業所数は 261 件減少していることから、 

小規模事業者や個人事業主に対する対策が課題となっています。 

 

注）：登米中央商工会、みやぎ北上商工会、登米みなみ商工会統計による 
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② 空き店舗等の増加 

商店会は、平成 22 年度から平成 26 年度にかけて５カ所が消滅又は解散し、

平成 29 年度はさらに１カ所が解散しています。既存の商店街には空き店舗が増

え、空き地化している状況も散見し、かつてのにぎわいが失われつつあります。

県商店街実態調査によると、本市の空き店舗の状況（店舗数に対する空き店舗

数の割合）は、平成 20 年度が 13.6％、29 年度が 19.7％と、空き店舗の割合が

増加しています。要因としては、経営不振による売上減少、事業主の高齢化や

後継者がいないこと、あるいは後継者がいるとしても、厳しい環境下で事業の

承継を躊躇するなどの理由があります。 

また、東日本大震災で被災したことを契機に廃業した個店が多くあった状況

も併せて商店街の空洞化に拍車がかかった要因となっており、今後、新型コロ

ナウイルス感染症の影響も踏まえて経営不振や後継者育成をどう補えるかが課

題となっています。 
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資料： 宮城県商店街実態調査(Ｈ29.12 宮城県経済商工観光部商工経営支援課)における市内商店会の数値を基に集計。 
注） ： H23～H25 は震災影響により、調査は未実施。 

H26 に営業店舗・空き店舗が減少しているが、5 商店会の解散、消滅により 16 商店会による集計。 
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③  経営改善、活性化に向けた取組の低迷 

  市が中小企業、小規模事業者に対して実施している経営支援施策の年間活用

件数は、令和元年度実績が 217 件で、商工者数の６％、商工会会員数の 11％に

留まります。これは、支援策が広く個店等に周知、活用されていない状況と言

えます。支援策の一つであるビジネスチャンス支援事業は、店舗イメージアッ

プや機械整備支援事業に一定の活用があるものの、マーケット開拓や法人化支

援事業については活用例が少なく、ニーズに偏りがあります。 

また、消費の地域内循環を後押し、市内店舗での利用促進を目的に普及を推

進している市共通商品券｢とめっこマネー」の販売額、取扱店舗が減少していま

す。 

  こうしたことから、支援策の普及、活用のあり方が課題となっています。 

 

 
注）：Ｈ25 に共通商品券を 500 円券から 1,000 円券に切り替え、お釣りの発生を可能とした。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

24,552 
26,047 25,217 

27,243 

21,863 

22,529 

194 
190 

183 182 

174 

167 

150

155

160

165

170

175

180

185

190

195

200

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

H26 H27 H28 H29 H30 R1

（
店
）

（
販
売
額
：
千
円
）

登米市共通商品券（とめっこマネー）販売状況等

販売額 取扱店舗

3,448 



 

- 6 - 

 

（２）工業 

  ① 工業生産活動の縮小、雇用機会の減少 

本市の産業は、稲作を中心とした土地利用型農業を中核としていますが、

生産額等で比較すると、平成 30 年の農業産出額※が 336 億円、工業の製造品

出荷額等が 1,259 億円で、工業は本市の産業の中でも地域経済の活性化に果

たす役割は重要な位置付けとなっています。 

しかし、製造品出荷額等の推移を見ると、平成 19 年までは増加していた

ものの、リーマン・ショック※や東日本大震災などの影響で、平成 20 年以降

は減少傾向にあり、いまだに平成 19 年をピークとした 1,687 億円には回復

していません。市内製造業の事業所数についても、平成 17 年に 203 事業所

であったものが、平成 30 年には 137 事業所となり、66 事業所が減少してい

ます。業種別の出荷額としては、食料品や自動車関連の輸送用機械等が業績

を上げているものの、電子部品等が減少しています。 

現在は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、全国的に社会経済

活動が停滞しており、本市においてもさらなる工業生産活動の縮小や雇用機

会の減少が懸念される状況にあることから、地元企業の生産活動の維持・発

展による地域経済の活性化が課題となっています。 
 

※「農業産出額」登米市農業生産１日１億円創出プラン検証結果より。 
※「リーマン・ショック」 2008.9.15 にアメリカ合衆国の投資銀行（リーマン・ブラザーズ）が破綻したことに端を 

発して、続発的に世界的金融危機が発生した事象。 
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資料： 経済産業省「工業統計調査」、総務省「経済センサス－活動調査」 

資料： 経済産業省「工業統計調査」 
注）工業統計調査の産業分類上、集計対象となる事業所が１又は２事業所の場合は、分類別に該当数値を公表
していないため、非公表値は「その他」に計上している。 
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② 生産年齢人口の減少、低い地元定着（就職）率 

人口減少や少子高齢化などの課題に対応し、地元への定住化を進める上

で、工業の振興による地域の活性化が重要な役割を担っています。そのた

め、継続した企業活動の維持と生産性の向上、規模拡大と発展を目指す上

で、生産年齢人口の減少対策も工業振興の重要な課題の一つです。 

市内事業所の業務縮小や事業廃止により、地元で就職を希望する人に対す

る雇用環境は、本市の有効求人倍率などからも決して求職者に優位な状況と

は言い難い状況です。新規高卒者の地元への定着（就職）率が低いことや、

大学卒業後の地元への就職者が少ないなどの問題が懸念されるところでもあ

り、地域経済を支える産業の活性化を推進するため、若者等の定住化の促進

と人材の確保が重要な課題となっています。 

さらに、社会情勢の変化などもあり、業種や職種によっては求人があって

も人材が集まらない現象も懸念されており、特に若者の製造業離れ対策など

も工業の振興において取り組むべき課題です。 

 

 

資料： 経済産業省「工業統計調査」、総務省「経済センサス－活動調査」 
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就職を希望する新規高等学校卒業者の管内への就職割合の推移 

98,568 99,182 98,231 96,832 
93,769 

89,316 
83,969 81,959 

20,209 21,222 20,010 
17,030 

14,023 11,797 10,530 9,726 

65,882 63,522 61,084 58,762 
56,098 

52,937 
49,569 

46,668 

12,477 14,438 
17,136 

21,040 

23,648 24,579 23,762 25,315 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22 H27

総人口 年少人口（0～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 高齢人口（65歳以上）

34.3 

25.6 

29.9 

39.4 
42.4 42.7 

40.5 

46.4 

56.3 

51.1 

42.9 

38.0 

49.2 48.5 

44.2 
46.4 

53.3 52.3 52.3 50.8 

51.8 

51.2 
48.6 

46.2 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

H21.3卒 H22.3卒 H23.3卒 H24.3卒 H25.3卒 H26.3卒 H27.3卒 H28.3卒 H29.3卒 H30.3卒 H31.3卒 R2.3卒

登米市

県内平均

資料：総務省「国勢調査」 

（％） 

（人） 

資料：宮城労働局「新規高等学校卒業者の求人・求職・就職（内定）状況」 

登米市年齢別人口の推移 
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（３） 観光 

 

①  観光客数の現状 

本市の観光客数は、合併当初の平成 17 年の約 221 万人から、平成 22 年に

は約 277 万人となり、農林産物の直売施設である道の駅や各種誘客イベント

を中心に観光客数が伸びてきましたが、東日本大震災の発生後、一時的に観光

客数が減少しました。その後、観光施設の整備や観光キャンペーンなどの取組

もあり、令和元年の観光客数は約 347万人となり年々増加している状況です。 

また、宿泊観光客数については、新たなホテル進出により平成 26 年に大き

く伸びましたが、県全体に占める割合は約１パーセントにとどまっている状

況です。 

しかし、令和２年度は新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、観光客

は大きく落ち込んでおり、ポストコロナ社会を見据えた観光振興の取組が必

要となっています。 
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②  通過型観光が多く、長時間滞在が少ない 

本市における観光の特徴としては、近隣の大崎市や南三陸町のような宿泊

温泉地がないことから、宿泊を伴わない日帰り旅行や通過型の観光が多く、長

時間の滞在や複数日滞在するような観光客は多くない状況です。そのため、本

市観光の中核である「みやぎの明治村」を訪れる観光客は、県内の観光客が大

きな割合を占めています。 

また、みやぎの明治村や石ノ森章太郎ふるさと記念館などの観光施設は、

“見る”観光が主となっていますが、観光客にリピーターになってもらうため

には、“見る”観光から“体験する”“食べる”などの新たな観光形態が望まれ

ます。そのため、観光客の動態を捉えた滞在時間を延ばせる観光プランや、周

辺地域との連携による広域的な観光プランを創り上げる必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③  交通アクセスが不便 

本市の観光に係る交通アクセスについては、鉄道及び路線バスなど、交通ア

クセスが悪く、自動車に頼った交通形態となっています。旅行者が目的地へ行

くための手段にも乏しいため、旅行ルートから外されるケースがあり、みやぎ

の明治村などの観光地があっても“交通の利便性が良くない”ということから

観光客を逃している状況にもあります。 
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資料：宮城県観光動態調査（H24）

33.6%

35.9%

84.3%

66.4%

64.1%

15.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

仙台城跡

松島海岸

みやぎの明治村

旅行の形態

日帰り 宿泊

資料：宮城県観光動態調査（H24）
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④  観光施設の老巧化が進む 

観光施設については、老朽化が進んでいる施設が多くある状況です。今後、

観光客の満足度を上げリピーターを増やすためにも観光利用に効果のある施

設などは、計画的に改修整備する必要があります。 

また、平成 29 年度に整備した三陸縦貫自動車道パーキングエリアの「道の

駅三滝堂」をはじめ市内５カ所にある道の駅については、市内の観光施設など

と連携し、観光のゲートウェイとしての機能の充実が必要となります。 

 

⑤  高くない認知度 

調査機関（ブランド総合研究所）の情報によると、令和２年の本市の認知度

は 1,000 自治体中 876 位、さらに魅力度においても 797 位となっており、全

国的にみても低い状況です。このことから、さらなる情報発信の強化が求めら

れます。 

また、観光客からの好感度・満足度を向上させるため、市民全員が観光への

意識を高くし、おもてなしの心を持ち対応することが必要です。 

認知度・魅力度の状況（本市及び周辺自治体） 

   

市町村 
認知度 魅力度 

点数 順位 点数 順位 

登 米 市 10.0 点 876 位 3.5 点 797 点 

栗 原 市 10.9 点 848 位 3.6 点 785 位 

大 崎 市 11.7 点 820 位 4.8 点 625 位 

気 仙 沼 市 36.9 点 162 位 16.4 点 151 位 

仙 台 市 51.3 点 15 位 38.8 点 10 位 

 
 資料 ： 第 15 回地域ブランド調査 2020 ハンドブック（ブランド総合研究所） 

    注)  ： 全国 1,000 市区町村を対象に認知度、魅力度などをインターネットで調査したもの 
   【認知度点数】 「よく知っている」を 100 点、「知っている」を 75 点、少しだけ知っている」を 25 点、 

 「名前も知らない」を 0 点として、それらを加重平均したもの。 
              【魅力度点数】 「とても魅力的」を 100 点、「やや魅力的」を 50 点、「どちらでもない」「魅力を感じない」 

 「名前も知らない」を 0 点として、それらを加重平均したもの。 
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資料：宮城県観光動態調査（H24）
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第２章 商工観光振興計画の基本的な考え方 

１ 計画策定の目的及び位置付け 

 平成 26 年度に市が実施した市民意向調査では、市の弱みとして「商工業が活発

でない」ことが上位項目となっています。また、地域発展に向けた重点施策とし

て、既存商店街の活性化、既存工業の振興及び新たな工業団地の整備等、「商工業

の整備・活性化」が約半数を占めるなど、市民の期待、関心が高い反面、観光振

興については、平成 23 年度の前回調査より満足度が低下しています。 

新市合併以降、登米市第一次総合計画（平成 18～27 年度）に基づき商工観光振

興に取り組んできましたが、前述した現状と課題のとおり取り巻く環境は厳しい

状況にあります。第二次総合計画（平成 28～37 年度）のまちづくりの基本政策

『地域資源を生かし、魅力ある元気な産業を「つくる」まちづくり』を目指し、

商業、工業及び観光振興の具現化として、本計画が策定されています。 

 

≪登米市第二次総合計画≫ 

『地域資源を活かし魅力ある元気な産業を「つくる」まちづくり』・・・（基本政策） 

     「具現化」 
【商業・工業・観光】・・・（政策の分野） 

 ■商業の振興 ・・・（個別政策） 

 ■工業の振興 ・・・  〃         ≪登米市商工観光振興計画≫ 

 ■観光の振興 ・・・  〃 

 

２ 基本理念、方針 

 地域経済の衰退、人口減少社会に対して、地域の暮らしやすさを持続的に確保

していくためには、地域経済の発展を維持、創造し、それが市全体の個性、魅力、

活力につながるまちづくりが必要です。このことから、市民、事業所、各団体と

連携、協力し、地域をあげての商業、工業及び観光振興によるまちづくりを進め

ます。 

 登米市商工観光振興計画では、市民、事業所、商工観光団体、教育機関、県及

び市等が連携、協力し、相互に進行管理を図りながら推進するため、本計画の基

本理念を次のとおり掲げ、商業、工業、観光それぞれの基本方針を以下のとおり

とします。 
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｢地域をあげた魅力創造による商工観光の持続的な発展｣ 

  

 基本目標 「魅力ある個店づくりとにぎわいを創出する経営支援による 

商業の持続的発展」 

基本方針１ 商店街のにぎわい創出と消費者ニーズに対応したサービスの構築   

   基本方針２ 商業振興を支援する体制の強化 

   基本方針３ 新規事業者や販路開拓等による経営支援策の拡充 

   基本方針４ 中小企業・小規模事業者の経営の安定化 

  

  基本目標 「既存企業の育成・企業誘致による工業の発展と雇用創出」 

基本方針１ 既存企業の育成 

   基本方針２ ものづくり産業の戦略的育成 

基本方針３ 雇用対策と企業誘致の推進 

 

  基本目標 「五感体感・魅力創造による観光振興と交流人口の拡大」 

基本方針１ 観光の魅力創造と体験型観光の推進 

   基本方針２ 観光受入体制の強化 

   基本方針３ 情報発信と観光客誘致 

 

３ 計画の期間 

 登米市商工観光振興計画は、第二次総合計画の分野別計画であることから、  

計画の期間は、平成 28 年度から令和７年度までの 10 年間としています。 

 なお、商工観光を取り巻く地域経済情勢の変動に対応するため、中間年に当た

る令和２年度に見直しを行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市内企業の製造工程とにぎわいを生む活性化イベントの様子 

                   

 

工業の振興 

商業の振興 

観光の振興 

基本理念 
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第３章 商工観光の振興施策 

第１節 商業の振興 

＜基本目標＞ 

魅力ある個店づくりとにぎわいを創出する経営支援に

よる商業の持続的発展 

 大型商業店舗、コンビニエンスストアの進出、市外への消費流出などにより、

商店数や売上の減少等がもたらされ、個店や商店街を取り巻く環境は厳しい状況

にあります。この地域経済の活力と景況回復に向けて、個店の売上の増加や空き

店舗等対策、後継者育成などの課題に対する取組が求められています。 

また、販路開拓や集客力向上を図り、中小企業、個店が元気になるために、魅

力ある個店づくりやにぎわい創出、人材育成などに積極的に取り組む必要があり

ます。 

そのため、事業者、商工振興団体、教育機関、行政等が連携し、協力を図りな

がら「魅力ある個店づくりとにぎわいを創出する経営支援による商業の持続的発

展」を基本目標とし、個店等の経営の安定と発展を目指します。 

 
 
第二次総合計画 商業施策の主な成果指標と目標値 

指標項目 指標の説明 
実績 目標 

平成 28 年度 令和元年度 令和７年度 

商工業者数 

商工会法に基づく決算

資料（商工会）の商工

業者数 

3,684 人 3,556 人 3,460 人 

中小企業振興資金 

融資実行額 

中小企業振興資金融資

申請に基づく、設備資

金に係る融資実行額 
181,650 千円 134,630 千円 210,000 千円 

市の支援による起

業・創業者数 

登米市の支援を活用

し、起業した事業者数

（累計） 

2 事業者 11 事業者 24 事業者 

市内企業等の地域

資源を活かした新

ビジネスへの支援 

ビジネスチャンス支援

事業による支援件数（累

計） 
209 件 431 件 731 件 

６次産業化認定事

業者数 

６次産業化法に基づく

認定事業者数（累計） 14 事業者 14 事業者 25 事業者 
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商店街のにぎわい創出と消費者ニー 

ズに対応したサービスの構築 

 

１－（１）魅力ある個店、商店街づくりの推進  

①  トップリーダーによる経営支援と支援事業活用の促進 

経営改善、集客イベント、人材育成等を手掛けてきたトップリーダーによる

講習会を開催し、個店、事業者の経営計画と意欲の向上を支援します。  

また、公的支援事業内容の周知及び活用の促進と、事業主相互の情報交換の

場となることと併せて、「見て、聞き、活用する」機会として取り組みます。 

  トップリーダーによる商業振興講演会の様子 

（地域商店街活力向上講演会 主催：宮城県商工会連合会） 

 

②  ニーズに応じた専門家派遣と店舗イメージアップ支援の推進 

経営を持続していくためには、商品開発やサービス提供のあり方など、あら

ゆる経営課題への対応が必要です。消費者にとって魅力ある個店づくりを推

進するため、経営改善相談として商工会による巡回や窓口指導と並行し、それ

ぞれの課題、ニーズに対してより具体的に指導、助言できる専門家を派遣しま

す。 

また、専門家のアドバイスなどをもとにした商品及び集客力向上のため、店

舗のイメージアップにつながる店舗改修等を支援します。 

 

③  にぎわいを生む商店街づくりの推進 

商店街のにぎわいを取り戻すには、個店の経営改善は基より、商店街自らが

特色ある集客に向け、消費者にとって魅力ある取組を計画、実践していくこと

が必要です。商工会や商店街が実施する各種事業を支援するとともに、観光客

を取り込む商店街のあり方に向け、商店街と観光物産協会等との連携により、

個店に誘客し回遊する仕掛けづくりを進めます。 

 

基本方針１ 
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商店会として開催するイベントについて、単にイベントをするために個店

の店主が労力と時間を割くのではなく、個店経営にとって実のある成果に繋

がるよう、商店会主催のイベントが改善されるよう支援します。  

居住人口の増加、駐車場の整備、くつろぎの空間づくり等、中心市街地や商

店街活性化に向け、未来を担う地元高校生からの提言や、各部局との連携を図

りながら、商店街に人を呼び込める環境整備や施策づくりに努めます。㈱全国

商店街支援センター※と業務協力し、商店街への問題解決や支援事業の活用に

より、にぎわいの創出を図ります。 

 
※㈱全国商店街支援センター 地域商業の活性化を目指し全国の商店街が抱える諸問題を解決するため、全国商

工会連合会等が出資して作った会社。研修及び支援人材の派遣を主軸とする様々な事業を実施し、商店街の支
援を行っている。 

にぎわいを生む商店会のイベント 

（秋のフリーマーケット 主催：佐沼中央商店会） 

 

 

 

   イベントでにぎわう商店街（登米市神社通り商店会）       

 

 

１－（２）個店と消費者の交流を生む仕組みづくりの推進 

①  商品知識や生活に役立つミニ講座の開催 

商店数と売上が減少している現状、集客には、個店自らの強みや魅力をアピ

ールする施策が必要です。顧客開拓、経営改善に向けた個店の自主的取組の促

進と集客力向上の仕掛けとして、個店の店主らが講師となり、プロならではの

商品知識や生活に役立つ知恵を紹介・体験する少人数制講座の開催を支援し、

個店と消費者の交流を生む機会の創出に努め、お店と商店街のファンづくり

を進めます。 
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お店の存在、特徴を知ってもらうと共に、お店（店主やスタッフ）とお客様のコミュニケーションの場として、平成 29

年度からで取り組んでいる「とめまちゼミ」。 

 

                        

②  個店情報発信の支援 

   市内には多くの商店があるものの、検索手段や一元的な個店情報の集約化

が見られません。魅力ある個店を内外に広める情報提供、既存個店の販路拡

大、地元購買力を高めるとともに、交流人口の拡大に向けた観光振興との相

乗効果を図るため、パソコンやスマートフォンのアプリ及びＳＮＳ※上での

情報発信で、誰もが気軽に検索でき、商業、観光振興につながる市内の個店

の通販サイトをまとめ、市民のみなさんや全国のみなさんに、ネット上で「登

米市の魅力」を PR するサイト構築などの取組を推進します。 

   
   ※アプリ ユーザーが要求する情報処理を直接実行するアプリケーションソフトウェアの略。近年、スマートフォ

ンの普及により、手軽に様々なアプリケーションが使えるようになった。 

※ＳＮＳ ソーシャルネットワーキングサービスの略。個人間のコミュニケーションを促進し、社会的なネット

ワークを利用したサービスのこと。ブログやツイッター、フェイスブックなどがある。  

 

所沢市で実施されている「ネット商店街」の取組 

【施策の目標】 

 

 

指標項目 指標の説明 
実績 目標 

平成 28 年度 令和元年度 令和７年度 

商店の年間販売額 
卸売・小売業の商店にお
ける年間販売額 

1,183 億円 1,506 億円 1,461 億円 
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       商業振興を支援する体制の強化 

 

２ 商工振興団体等との連携強化  

①  定期的な商工会との施策検討の推進 

   地域の景況を肌で実感している地元商工会の取組を補い、既存事業の評価、

支援の必要性を捉えるため、定期的な懇談会等の開催により連携を強化し、

効果的な施策の実施について検証します。 

また、これまで３商工会と連携して登米市振興協同組合が共同で実施して

いる市共通商品券事業の販売額と取扱店の増加を目指し、贈答品としての販

路拡大など、拡充に努めます。 

平成 12 年に国の｢経営改善普及体制実施事業マスタープラン｣に基づき、商

工会の広域連携や合併が推進され、本市でも平成 17 年に旧町の商工会組織が

３商工会に再編されました。新市合併以降 15 年が経過し、市内に三つある商

工会（登米中央商工会、みやぎ北上商工会、登米みなみ商工会）は、地域の商

工振興に向けそれぞれの計画が進行していますが、合併の方向性も、「組織・

事業の効率化につながる」「経費削減につながる」等のメリット、「地域との関

係が希薄になる」「経営指導員が減少し、きめ細やかな対応ができなくなる」

等のデメリットを踏まえ、今後課題を整理しながら検討していくこととしま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  商工会による経営支援事業の様子（消費税転嫁対策講習会、創業チャレンジセミナー 主催：登米中央商工会） 

 

②  オール登米による商業振興 

近年、事業者の高齢化、人口減少による労働力確保、技術の高度化、大規模

自然災害や新型コロナウイルスによる世界的な経済影響など事業者の自主努

力だけでは解決できない課題が増えています。 

 こうしたことから、事業者の自主的な努力並びに創意工夫を尊重するとと

もに、市の責務や市民を含めた関係機関等の役割を明確にし、地域が一体とな

って商業の振興に取り組みます。 

また、中小企業庁、東北経済産業局、公共職業安定所等との協力により、国

の支援策の周知と活用を進めるとともに、外部の専門家、有識者による支援体

基本方針２ 
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制の活用を図ります。「宮城県よろず支援拠点」※は、小規模企業振興基本法 

※成立の目玉として設置された国による支援団体であり、多様な経営課題に対

し、専門家による支援チームを編成して、個店や商店街を支援しています。 
※宮城県よろず支援拠点 国が全国に設置する経営相談所であり、中小企業・小規模事業者の売上拡大、経営改善

など、経営上のあらゆる悩みの相談に対応している。 
※小規模企業振興基本法 平成26年６月に小規模企業を中心に据えた新たな施策の体系を構築すべく策定され

た。小規模企業の振興の基本原則として、小規模企業者（商業・サービス業：従業員５人以下、製造業その

他：従業員20人以下）を含む小規模企業について、中小企業基本法の基本理念である「成長発展」のみなら
ず、技術やノウハウの向上、安定的な雇用の維持等を含む「事業の持続的発展」を位置付ける。 

 

基本方針３  新規事業者や販路開拓等による経営支

援策の拡充 

 

３－（１）地域に根差した起業・創業の支援 

①  空き店舗等を活用した新規事業者支援の推進 

商店会における空き店舗の割合が増え、商店街の消滅、解散が生じてきてい

ることから、人口減少とともに地域経済の衰退が懸念されます。このため、新

規事業者の参入を支援し、商店街の活性化を推進するため、空き店舗に係る店

舗改修や賃借料補助を引き続き支援するとともに、散見する空き地について

も、新規事業に係る経費の助成等、新たな支援策としての取組を進めます。 

また、不動産業者と連携して市ホームページなどへの掲載により、広く周知

の強化に努めるとともに、市外からの新規出店者が空き店舗を活用すること

で移住、定住を図ります。 

【施策の目標】 

指標項目 指標の説明 実績 
目標 

令和７年度 

空き店舗率 
商店会における空き店 

舗の比率 

18.9％ 

（26 年度） 

 19.7％ 

(29 年度) 
15％ 

商店数 卸売・小売業の商店数 
1,070 店 

（24 年度） 

1,012 店 

(28 年度) 
1,155 店 

 

②  地域資源を活かした起業・創業の支援 

   本市の創業支援の取組が、平成 26 年３月に産業競争力強化法に基づく「創

業支援等事業計画」※として国の認定を受けました。その中心となる施策とし

て、地域資源を生かした本市ならではの起業・創業の活動を支援するため、

ビジネスチャンス支援事業により市内での起業・創業者を対象にビジネスプ

ラン（事業計画）を募集し、創業支援資金への支援を引き続き推進します。 

   商品開発や販路開拓等の新たなビジネスに挑戦する事業者への支援による

地域に根差した新たな産業の育成を図るとともに、起業を志す女性に対して

は、関係機関と連携した女性スタートアップセミナーの開催などにより、能

力開発や環境整備の支援を推進します。 

基本方針３ 
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※創業等支援事業計画 市区町村と地域の創業支援事業者(商工会等)が行う創業セミナーの開催等の創業支援事

業について計画を作成し、これを国が認定することにより、認定を受けた市区町村、支援事業者、創業者それぞ

れが国の支援措置を活用することができる。 

 

③  ６次産業化及び農商工連携の推進 

   農業が基幹産業であり、東北を代表する食料地帯である本市の特徴を生か

した新たなビジネス創出として、農林業者による加工、販売への取組や、地

域資源を生かした新たな産業の創出を図るため、６次産業化を推進します。

そのため、産業経済部内に設置している「ビジネスサポートセンター」に  

おいて、相談体制のさらなる充実を図っていくほか、県６次産業化サポート

センター※等との連携を通じて、６次産業者の育成に努めます。 

   また、商工業者と農林業者が連携した新商品や新サービスの開発による 

双方の成長・発展を実現するため、地域の事業者、商工会等との意見交換会、

さらには生産者と実益者とのマッチング支援など、国等の施策を活用しなが

ら、農業・商業・工業と併せて、観光分野の連携による地域産品の創出、販

路拡大に向けた取組を推進します。 
※県６次産業化サポートセンター 農林水産業者による加工・販売、事業計画作成など、６次産業化に取り組む農

林漁業者をサポートするための機関。 

 

３－（２）販路開拓、人材育成等の推進 

①  新規マーケット開拓支援の推進 

   売上を伸ばすために、事業主が抱える経営課題として新規マーケット開拓

や商品開発があります。事業主相互の情報交換や研修による事例紹介機会の

創出のほか、国や県の支援施策や専門家派遣、商品知識や生活に役立つミニ

講座の開催、個店情報発信等の支援を絡ませ、ニーズに応じた支援事業の活

用を図ります。 

 

②  経営力を持ち合わす人材育成機会の創出 

   販路拡大に係る経営課題として、営業・企画力を持ち合わす人材が少ない

などの課題があります。担い手のやる気を引き出し、企画力向上などの人材

育成を図る支援は、経営改善や若手後継者の育成を図りつつ、先を見据えた

経営計画として必要です。経営の安定には事業者及び雇用者の人づくりが大

切であるとの視点に立ち、人材育成を推進します。 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

人材育成事業の様子（若手後継者育成事業 主催：登米中央商工会） 
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③  後継者の育成と事業継続の推進 

事業者が廃業する理由としては、経営不振の他に、後継者不足があります。

経営環境の先行き不安に直面する後継者不足の対応策として、近い将来に事

業を承継する人を対象とした後継者育成事業の創出や、承継を検討する事業

主に対し、創業意欲の高い起業家等を引き合わせるなどの事業に取り組む県

事業承継・引き継ぎ支援センター※を活用し、後継者支援に努めます。 

これまで地域を支え、培ってきた商人としてのスキル、商いのノウハウが伝

承され、渡し手、受け手双方への支援策として活用されることで事業者の事業

継続を支援します。 

 
※県事業承継・引き継ぎ支援センター 事業承継に悩む中小企業の経営者の相談に対してアドバイスをワンスト

ップで行う公的支援機関。事業引き継ぎに精通した専門家が対応する。 
 
 

④  若者の地域定着機会の創出 

   若者の自然減、高校卒業後の市内就職者が少ないこと、進学後または市外

就職後のＵターン者が少ない現状があり、若手人材の確保も大きな課題です。

地域経済を支えるためには、後継者育成をはじめ、消費者の数も維持されな

ければなりません。このためには、市内で働き、定住する人を増やしていく

ためにも、若年層への働きかけを行っていくことが中長期的に必要です。 

   高い離職率の緩和と、今後の個店、事業所を支える若者の定着に向け、従

来の就職ガイダンスに加え、身近に興味、関心を抱ける職場見学・体験や、

離職理由として高い人間関係の構築や仕事のやりがい、自己実現などの人材

育成機会を創出し、子育て支援や定住施策等との連携を図りながら、若手人

材の確保と地域定着を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

若年層への働きかけの様子 

キッズマート事業 主催：みやぎ北上商工会      職業人インタビュー 主催：佐沼高校 
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基本方針４  中小企業・小規模事業者の経営の安定化 

 

４―（１）低金利な融資のあっせん 

①  高まる振興資金ニーズに対応した体制の拡充 

   経営の安定化を支援するため、市内事業所における運転資金及び設備投資

に対し、貸付限度額の範囲内で中小企業振興資金の融資をあっせんします。  

震災以降、融資件数は増加傾向にあり、今後とも市内金融機関との連携によ

り、振興資金預託額の確保、拡充を図り、高まる資金ニーズに対応します。 

  特に設備投資資金については、事業拡大に向けて活用の促進を図ります。  
 

②  保証料、利子の助成による経営の支援 

中小企業振興資金の融資を受ける場合に、融資を受けた市内中小企業者が

県信用保証協会に支払う信用保証料の補給と金融機関に支払う利子の一部を

助成するなど、高まる融資に平衡して市内中小企業者の経営を支援します。 

 

 

 

【施策の目標】 

指標項目 指標の説明 
実績 目標 

平成 24 年度 平成 28 年度  令和７年度 

商店の従業員数 
卸売・小売業の商店

における従業員数 
6,384 人 7,091 人 7,693 人 

 

基本方針４ 



 

- 23 - 

 

４－（２）危機下における効果的な経済対策 

➀ 中小企業・小規模事業者等への支援 

新型コロナウイルス感染症の拡大は、本市のみならず、日本や世界全体に大

きな影響をもたらしています。命や健康を守る取組が優先される中、経済的な

落ち込みは戦後最大級と言われています。 

こうした経済的なインパクトは、人々の価値観や生活スタイル、社会のあり

方にも新たな変化をもたらします。 

このような危機下にあっては、関係団体と緊密に連携しながら、中小企業者

の事業継続に向けて、必要な資金の融通や雇用の維持・確保に向けた取組を支

援するとともに、売上げが減少するなどの影響を受けた中小企業者の新分野進

出、業態転換、事業・業種転換、事業再編の取組を支援します。 

 

➁ 持続可能な経済活動を加速する取組 

  新型コロナウイルス感染症の影響が長期化し、当面の需要や売上の回復が期

待し難い中、ウィズコロナ・アフターコロナの時代における産業構造の変化や

「新しい生活様式」に伴う課題（ニーズ）の解決に向けて、産学官金の連携に

よる研究開発や新事業創出などの取組を強化するとともに、国内外の情勢の変

化を見極めながら、新たな消費ニーズに対応した中小事業者の段階的な取組を

支援します。 
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第２節 工業の振興 

＜基本目標＞ 

既存企業の育成・企業誘致による工業の発展と雇用創出 

 これまで、地元企業の生産活動の維持・発展による地域経済の活性化と、市民

の就労の場の確保を図るため、企業活動への支援事業や企業誘致活動を行ってき

ましたが、工業生産活動の指標となる製造品出荷額等は、平成 19 年をピークにい

まだに回復しておらず、市全体としては工業生産活動の縮小、雇用機会の減少な

どが懸念されています。 

そのような中でも、誘致企業や自動車関連産業等に取り組む企業では、順調に

生産を伸ばし、事業の拡大により新たな雇用の場を創出しており、今後も企業活

動の支援を継続していく必要があります。 

また、生産年齢人口の減少や地元の高校を卒業した生徒の市内への就職率が県

平均を下回っているなど、若者等の定住化の促進と人材の確保が重要な課題とな

っており、既存企業の生産活動への支援と若者等の働き手の確保などが求められ

ています。 

 そのため、本市工業のさらなる発展に向け、既存企業の販路開拓や人材の確保・

育成の支援による生産活動の強化、地域企業と産業関連機関等との連携による新

たな成長分野等への取組も必要であり、さらに、市内で就労することを希望する

人の雇用対策として、既存企業の増設・移設等の規模拡大への支援と地域経済活

性化のため、新たな事業分野の立地動向等も注視した積極的な企業誘致を推進し、

「既存企業の育成・企業誘致による工業の発展と雇用創出」を目指します。 

 

第二次登米市総合計画基本計画「施策の主な成果指標と目標値」 

登米市まち・ひと・しごと創生総合戦略「重要業績評価指標」 

指標項目 指標の説明 
実績 目標 

平成 28 年度 令和元年度 令和７年度 

製造品出荷額 

工業統計、経済センサス

－活動調査による登米市

の製造品出荷額等（従業

者４人以上の事業所） 

1,179 億円 
（平成 26 年度） 

1,409 億円 
（平成 29 年度） 

1,493 億円 
（令和５年度） 

従業者数 

工業統計、経済センサス

－活動調査による登米市

の製造業従業者数（従業

者４人以上の事業所） 

5,536 人 
（平成 26 年度） 

6,263 人 
（平成 29 年度） 

6,413 人 
（令和５年度） 

誘致企業数 
合併以降に市が誘致した

企業数（累計） 
14 社 18 社 27 社 

就職を希望する新

規高等学校卒業者

の登米市への就職

割合（年間） 

就職を希望する市内高等

学校の新規卒業者の市内

への就職割合 

48.6％ 35.0％ 50.0％ 
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 基本方針１ 既存企業の育成 

 

１－（１）新規分野への進出・開拓の推進 

①  販路開拓の取組への支援 

地域のものづくり産業の育成を図るため、企業の経営革新や事業拡大、販路

開拓を促進するため、各種産業関係団体や宮城県産業技術総合センターなど

の機関等と連携を図りながら、国・県の支援制度の活用に向けた情報提供や、

ビジネスマッチング（商談会や交流会）等を実施します。 

また、企業ニーズに対応する支援事業なども検討しつつ、販路開拓への取組

を支援します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②  地域産業の魅力発信と地元企業ＰＲの推進 

本市には、優れた技術を持ち合わせた様々なものづくり企業が存在するこ

とから、企業の自社製品や技術力などの魅力を市の媒体等を通して市内外へ

広く情報発信し、さらなる市場の開拓や企業間の連携等による受注・発注の一

層の促進を図ります。 

また、将来に向けた人材の確保に寄与するため、子どもの頃からの地元企業

の興味付けとして、イベント等によりＰＲを行うことで企業の知名度アップ

とイメージの向上を図り、企業活動を支援します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「登米ビジネス交流会」の様子 

in 登米」の商談会風景 

 

「登米市産業フェスティバル」の様子 

in 登米」の商談会風景 
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③  新事業、新製品開発等の取組への支援 

企業活動のさらなる活性化を目指し、新事業の展開や新商品開発に向けた

取組を促進するため、国や県が実施する各種資金融資や補助金などの制度活

用について、県の産業関連機関等と連携を密に情報の提供を図ります。 

 

１－（２）人材の確保・育成による生産活動の強化 

①  若者等の地元定着とＵＩＪターンによる人材確保の支援 

地域が将来に向け持続的に発展していくためには、若者等の地元への定着

が極めて重要な課題となっています。企業で働く生産年齢人口減少の対策と

して、登米総合産業高校をはじめとする地元の高校卒業者はもとより、県内外

の大学へ進学した学生等のＵＩＪターン者をターゲットに、就職ガイダンス

や企業情報を掲載したガイドブックの配布等を実施し、積極的な情報発信に

努め、市内企業への就職支援に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②  次代を担う「人財」の育成による企業生産活動の強化 

企業が継続的かつ発展的に事業を展開するに当たり、人材とは大切な財産

「人財」であり、その確保と育成は極めて重要な位置付けとなっています。こ

のことから、次代を担う若者等の地元企業への定着化や就職支援と併せ、関係

機関や産業関連団体等と連携しながら、各種のスキルアップ研修等を実施す

ることで、若手・中堅職員の育成を促進し、将来を見据えた生産活動の強化を

支援していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

市内求人企業と地元高校生等との「登米市就職ガイダンス」（写真左）と「市内企業と大学・高等専門学校等と

の情報交換会」（写真右）の様子 

in 登米」の商談会風景 
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 基本方針２ ものづくり産業の戦略的育成 

 

２ 地域企業連携による新規事業の育成 

①  産学官及び地元企業の連携強化の推進 

企業が抱える様々な課題の解決や、個々の企業だけで取り組むことが困難

な事業等について、産学官それぞれが有する情報・知恵・ノウハウなどを活用

し、地域が一体となったものづくり産業の発展に資するため、産業関連機関や

工業系大学等との連携強化を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②  新たな成長分野等への取組の支援 

地元企業が持つ技術や地域の資源、特性等を生かし、今後さらに成長が期待

されている高度電子機械産業や医療・健康関連産業など、新たな分野への進出

や取組を助長するため、情報の収集や先端技術の取得に向けた取組を支援し、

これまでにない成長分野の開拓と産業の集積を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地元企業と登米市議会産業建設常任委員会との

意見交換会の様子 

ロボット工学についての

受講の様子 

 

先端技術情報の収集、新分野への取組を推進 
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 基本方針３ 雇用対策と企業誘致の推進 

 

３－（１）企業活動支援等による安定した雇用の創出 

①  雇用機会を創出する企業の事業拡大等への支援 

雇用機会の創出を図るためには、既存企業の事業継続と規模拡大等による

就業場所を安定的に確保していくことが不可欠です。 

このため、新たに雇用を生み出す既存企業の増設・移設や雇用増に係る優遇

制度の活用、奨励制度等の充実を図り、雇用を創出する企業を支援します。 

 

②  安定した雇用を生み出す企業生産活動への支援 

企業が継続して事業活動を実施するためには、安定した雇用を維持するこ

とが重要です。 

このため、産業関連機関等からの各種補助、優遇制度の情報提供や、首都圏

からの就職希望者に対する支援拠点として宮城県が開設した「みやぎＩＪＵ

ターン就職支援オフィス」、さらにはキャリア人材バンク等を実施している公

益財団法人産業雇用安定センターとの連携を図りながら、企業就業の停滞が

生じないよう就労支援を行っていきます。 

 

３－（２）企業誘致の推進 

①  企業立地のための情報収集と誘致活動の強化 

地元へ就職を希望する人の雇用機会を創出し、産業の集積による地域経済

の活性化と若者の地元定着を促進するため、企業誘致を推進します。 

誘致を推進する業種としては、これまで東北地方に多くの企業が進出した

自動車関連産業を基軸としつつ、三陸縦貫自動車道の延伸と、みやぎ県北高速

幹線道路の整備効果による広域交流拠点としての地域特性を最大限に生かし、

食品関連産業や今後さらなる成長が期待される高度電子機械産業など、県や

企業誘致関連機関と綿密な連携を図り、新たな事業分野等の立地動向も注視

しながら誘致活動を積極的に実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 「宮城県企業立地セミナー」での企業立地ＰＲ活動 
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②  企業立地優遇施策による誘致活動の展開 

新たに立地する企業にとっては、初期投資が大きな負担となります。このこ

とから、本市の優遇制度等を全面的にＰＲし、近隣自治体と比較した場合の優

位性を打ち出しながら、積極的な企業誘致活動を展開します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

長沼第二工業団地の全景 
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第３節 観光の振興 

＜基本目標＞ 

 五感体感・魅力創造による観光振興と交流人口の拡大 

観光振興については、県内関連団体と連携した観光ＰＲ、食をテーマとした誘

客イベントなどの実施、グリーン・ツーリズムの推進や新たな道の駅の整備、産

直販売などの取組により、多くの観光客の誘致が図られ、観光入込客数は年々増

加傾向にあります。 

 観光を取り巻く最近の情勢としては、新型コロナウイルス感染症拡大により、

観光客が減少し、大きく影響を受けているところです。また、近年の旅行形態も

個人旅行による割合が高まる傾向にあることや日帰り旅行、自動車旅行などが増

加傾向にある中、単に観光地を巡るだけではなく、テーマや目的を明確にし、そ

れに沿った訪問地・体験などを組み込んだ旅行の人気が高まっています。このこ

とから、観光客の受入態勢の整備や情報発信のあり方についても観光客のニーズ

を的確に捉えつつ、効果的な方策を講じることが求められています。 

 本市観光の中核を担う「みやぎの明治村」においても、団体旅行からが個人旅

行に変化し、マイカー観光や日帰り観光が多くなっている状況にあるなど、個人

の行動パターンやターゲット層を捉えた観光戦略の構築が必要となっています。 

 今後の人口減少社会における産業の活力として「観光」が持つ役割は大きく、

交流人口の拡大を図るため、「五感体感・魅力創造による観光振興と交流人口の拡

大」を基本目標に、観光客ニーズを捉えた選ばれる観光地域づくりを行います。 

 

 

 

 

第二次総合計画 観光施策の主な成果指標と目標値 

指標項目 指標の説明 
実績 目標 

平成 28 年 令和元年 令和７年 

観 光 客 数 

宮城県観光客入込数調査に

よる年間（１月～12 月）の

登米市観光客入込数 

2,744 千人 3,471 千人 3,651 千人 

宿泊観光客数 

宮城県観光客入込数調査に

よる年間（１月～12 月）の

登米市宿泊観光客数 

89 千人 88 千人 90 千人 
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【参考】観光消費額単価（宮城県令和元年観光統計より） 

区分 

観光消費額単価（円／人回） 

県 内 県 外 

宿 泊 日帰り 宿 泊 日帰り 

日本人・観光目的 25,949 5,980 27,618 10,211 

日本人・ビジネス目的 23,586 4,848 30,853 8,070 

県においては、観光消費額（宿泊観光客数×観光消費単価）について、観光消費額単価の

目的（観光、ビジネス等）に応じて算定しておりますが、市においては、観光客入込数及び

宿泊観光客数の目的内訳がなく、算出が困難なため、参考として観光消費単価を掲載してい

ます。 

 

基本方針１ 観光の魅力創造と体験型観光の推進 

 

１－（１）観光資源の魅力創出 

①  観光動態の把握 

これまでは、宮城県観光動態調査などのデータを参考として、季節ごとの観

光客入込数、宿泊観光客数や観光目的などを確認し観光施策を検討してまい

りました。今後においても、観光客が何を求めているのか、どのような行動を

しているかなどを確認しながら、新たな観光戦略や有効な施策を展開してま

いります。 

 

②  地域資源の掘り起こしと磨き上げ 

本市には、自然、歴史文化、食、レジャーなど多くの観光資源が存在して

います。これらの魅力を再認識するとともに、癒やされる、触れる、味わ

う、買う、体験するなど、地域を上げて新たな観光資源を掘り起こします。 

また、掘り起こした資源や既存資源を地域ならではのアイディアや地域の

合意形成を図り、磨き上げながら地域の魅力を高めていきます。 

 

１－（２）観光プログラムの構築 

① 登米市ならではの観光周遊プランの作成 

   観光客のニーズが多様化してきている現況を捉えると、これまでの「見る」

観光だけでは物足りないことから、何回訪れても楽しめる「体験する」観光

へ拡充する必要があります。このため、体験型の観光資源の掘り起こしや磨

き上げを行い、「見る」観光と結び付け、「また、来たい」と感じられる、登

米市ならではの観光周遊プランを創り上げるとともに、市内に滞在する時間

を延長できる仕組みづくりを市観光物産協会等と連携し取り組みます。 
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② 農業・農家体験等観光プログラムの構築 

近年の交通網の発展により、教育旅行の行動範囲が拡大しています。北海

道、北陸から東北方面への農業体験を組み合わせた修学旅行を検討している

学校が多く、本市への問い合わせも多くあります。しかし、現在の受入農家数

では対応できないケースもあり、実際の受入が伸びない状況にもあります。こ

うした状況を改善するため、受入農家の拡大を図り宿泊農業体験学習事業を

一層推進します。また、学生から大人まで幅広い層の農業体験型の観光を進め

るため、旅館業法の特例を生かした通年で受入できる農家民宿の拡大を図り

ます。 

市内には農業体験のほかにも、豊富な森林資源を活用した森林セラピーや

木工体験、郷土料理の手づくり体験、市内農畜産物を活用した加工品手づくり

体験など、様々な体験メニューが豊富にあります。この体験メニューとその他

の観光メニューを組み合わせた観光プランをＰＲしていきます。 

 

【施策の目標】 

指標項目 指標の説明 
実績 目標 

平成 28 年度 令和元年度 令和７年度 

宿泊農業体験

受 入 農 家 

登米市グリーン・ツーリ

ズム推進協議会会員数 
45 戸 49 戸 60 戸 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ みやぎの明治村の観光活性化 

みやぎの明治村は、本市の中核的な観光地に位置付けられることから、引き

続き歴史文化の保存伝承に努めるとともに、その歴史的な建造物や街並み景

観を生かし、本市の中心観光地としてその魅力を発信していきます。 

令和３年度から使用できる小学４年生の社会科の教科書に「古いまちなみ

を生かすまち」として、みやぎの明治村が掲載されることを受け、小学生の校

外学習を支援するとともに、教育旅行の誘致を進めます。 

小学生の来訪は、将来の登米市ファン、リピーターとなる原点であり、学習

農業体験風景 ファームステイ生徒と受入農家集合写真 
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体験を通じて心に残る思い出づくりとなり、親子で再訪したり大人になって

からも訪れたくなるように取り組みます。 

みやぎの明治村の観光活性化プログラムとして関係部署・機関と連携し、次

の事業を推進します。 

・保存されている歴史的建造物の観光活用 

・新登米懐古館の整備に伴う「みやぎの明治村」新たな回遊プランの構築 

・五感で体感できる観光プログラムの整備 

   ・みやぎの明治村とその他観光施設の連携強化 

   ・子供向けの学習プログラムの提供と教育旅行の積極的な誘致 

   ・外国人観光客の誘致の強化 

  【施策の目標】 

指標項目 指標の説明 
実績 目標 

平成 28 年 令和元年 令和７年 

みやぎの明治

村 観 光 客 数 

宮城県観光客入込数調査

による年間（１月～12

月）の登米市観光客入込

数のうち歴史資料館５施

設・とよま観光物産セン

ター、髙倉勝子美術館分 

100 千人 103 千人 130 千人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 観光ネットワークの構築と広域観光の推進 

現在、市内の観光施設間における情報連携機能はなく、訪れた観光客に対し

市内観光情報の提供がうまくできていません。このことから、市内観光施設間

のネットワークを構築し、それぞれの情報を共有、互いにＰＲすることで、市

内観光施設の回遊を促進します。 

また、市内観光地を巡るお勧めモデルコースを目的別に設定し、旅行者へ情

報発信していきます。 

旅行者は、市町村という垣根は関係なく、大きなくくりで旅行を楽しむ傾向

にあります。このことから、近隣地域と連携を図り、互いに観光ＰＲできる環

境を構築し、共同での広域観光ルートの開発や観光情報の発信、交流事業など

積極的に広域観光を推進します。 

みやぎの明治村「武家屋敷通り」 みやぎの明治村「教育資料館」 
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 基本方針２ 観光受入体制の強化 

 

２－（１）交通と宿泊対策 

① 観光周遊に係る二次交通対策 

市内に点在する観光地を結ぶ交通機能としては、現在、タクシーや市民バス

があります。タクシーの場合は料金の問題、市民バスの場合は、主に生活のた

めの手段となるため交通観光地を直接結ぶことができないなど、旅行者が市

内観光地を巡るには、利便性の悪い状況になっています。このことから、観光

に特化した交通の整備が必要であり、観光地巡回バスの運行など有効な二次

交通手段の整備について進めていきます。 

また、市内には、鉄道の駅はあるものの、位置的にも市の外周側にあること

から、観光地との接続が困難な状況です。そのため、駅からのアクセスを向上

させる二次交通対策にも取り組みます。 

さらに、市内観光地への案内看板についても、より効果的な観光案内につな

がるよう充実を図っていきます。 

 

➁ 観光宿泊施設の拡大 

登米市には、宿泊温泉地が無く、宿泊そのものを目的とした観光客は期待で

きない状況です。市内の宿泊施設は、平成 26 年４月に大手ホテルチェーンが

開業し、ホテル・旅館が 16 軒、収容人員が約 660 人の規模となり、収容人員

は大幅に増加しました。また、農家民宿は２軒（令和元年度現在）あり、農業

体験型の民宿として利用されています。しかし、大きなイベント時には、まだ

まだ市内宿泊施設だけでは対応ができない状況です。 

このことから、農業体験型の観光を組み合わせることのできる農家民泊を

推進しながら民宿へのステップアップにつなげ、宿泊可能人員の拡大を図り

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農家民宿「かじか村」 
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２－（２）おもてなし意識の醸成と受入対策 

① おもてなし意識の醸成とＰＲ 

観光客の満足度は、ただ単に観光地が魅力的だっただけではなく、訪れた人

にどのように接し、どのようなサービスがあったかが重要で、満足度が高けれ

ばその観光客はリピーターとなり、また訪れてもらうきっかけにもなります。 

観光客に「また、来たい」と思ってもらえる「まち」を目指して、おもてな

し意識の醸成を地域全体で図っていきます。このため、観光関連企業、地域団

体、商店、交通機関などを対象とした「おもてなし」の講習会などを開催しま

す。 

また、市内のおもてなし力向上の気運を高めるため、観光施設・団体等それ

ぞれの「おもてなし実践」についてＰＲするなど、おもてなし意識の高い観光

地をアピールしていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 外国人観光客の受入対策 

近年、日本への外国人旅行者は増えており、宮城県でも、海外からの観光客

の誘客を推進するため、観光ＰＲ活動を展開しているところです。本市におい

ても、新たな観光客の需要と捉え外国人観光客の誘客を積極的に図るととも

に、外国人に対応した案内標示、Wi-Fi などの案内機能の整備やガイドの育成

など、受入体制の整備を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

外国人観光客への案内（春蘭亭） 

2014 登米おもてなし観光セミナー 

主催：県東部地方振興事務所登米地域事務所 

 

外国人観光客（石ノ森章太郎ふるさと記念館） 
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２－（３）観光施設の整備 

①  観光施設等の整備・管理 

市内既存の観光施設は、歴史資料館や石ノ森章太郎ふるさと記念館などの

歴史・文化施設のほか、とよま観光物産センターや５つの道の駅（林林館、三

滝堂、米山、みなみかた、津山）の物産販売施設、長沼フートピア公園、大関

川河川公園（三滝堂ふれあい公園）、平筒沼ふれあい公園、石越高森公園（チ

ャチャワールドいしこし）、南方花菖蒲の郷公園などの観光公園があります。

これらの施設は、そのロケーションや機能から市内外から多くの観光客が訪

れています。いずれの施設も老朽化が進み、修繕・改修の必要性が高まってい

ることから、施設の安全性・利便性を確保し、さらなる誘客を図るため計画的

な修繕・改修を行っていきます。 

また、施設管理において管理人を配置するような規模の施設は、指定管理に

よる管理を進めており、民間のノウハウを生かしながら効率的な管理・運営に

努めていきます。 

 

  
長沼フートピア公園 平筒沼ふれあい公園 

  

  

道の駅三滝堂 高森パークゴルフ場 
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 基本方針３ 情報発信と観光客誘致 

 

３－（１）観光情報発信機能の充実 

① 首都圏、仙台圏への情報発信機能の強化 

本市への観光客の多くは、仙台を中心とした県内、次に東北、首都圏の順と

なっています。このことから、首都圏や仙台圏を中心とした情報発信が有効で

あり、これまで活用してきた観光パンフレット、ホームページ、観光ＰＲポス

ターなどの情報発信媒体の充実を図るとともに、より誘客効果の高い情報を

広く発信する観点から、インターネット、ラジオ、ＴＶ、新聞、雑誌を活用し

たＰＲを進めます。 

 

② 登米市知名度アップ対策 

登米市の知名度・認知度については、県内でも高くはなく、さらに全国的に

も低い状況であります。このことから“登米市”を知ってもらう対策を講じる

必要があり、マスメディアの活用や全国各地で登米市を自ら応援・宣伝しても

らう「観光アンバサダー」を登用するなど積極的な情報発信を行い、登米市の

知名度アップに努めます。 

また、登米市で全国に誇れるものを特化してＰＲ活動を行い、“○○○なら

登米市”といったような広告塔となるブランドを作り上げ、登米市を全国へ 

ＰＲしていきます。 

さらに、ＮＨＫ朝の連続テレビ小説「おかえりモネ」の舞台となったことを

活かして、本市の知名度向上を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

最高級の「みやぎ登米産仙台牛」 安心・美味しい「環境保全米」 
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３－（２）観光客誘致対策 

① 観光キャンペーンの展開、誘致活動 

旅行者は、個人で企画するほかは、旅行会社が企画したツアー商品などで、

行程を組み旅行を行うケースが多くあります。このことから、県内・市内の観

光関係事業者、近隣自治体と連携し、ツアー商品に本市の観光地を組み入れて

もらえるよう、旅行会社への観光素材等の事業提案を積極的に行います。 

また、仙台・宮城観光キャンペーン協議会の誘客活動協力や首都圏などの観

光キャラバンにも積極的に参加し、宮城県、登米市の観光情報をＰＲしていき

ます。 

 

② イベントの開催とフードツーリズムの推進による観光誘客 

「登米フードフェスティバル」や「日本一はっとフェスティバル」などは、

本市を代表するイベントで多くの観光客が訪れる事業として定着しました。

このことから、今後も事業を継続して情報発信を強化し、市内観光施設と連携

することで、市内の周遊を促進し、さらなる誘客に努めます。 

また、観光・地域交流イベントにおいても誘客効果が高まるよう情報発信を

強化していきます。 

特に、「食」や「花」をテーマにしたイベントでは、イベント間の連携を図

り、ＰＲしていくことで誘客に努めるとともに、市内飲食店と連携して、商店

街の回遊も促進し、滞在時間の延長やリピーターの拡大を図ります。 

本市の豊富な農産物や地域ならではの食文化を楽しんでいただくフードツ

ーリズムを推進し、食を通して地域をアピールしていきます。 

 

                      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

登米フードフェスティバル 日本一はっとフェスティバル 
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③ ドラマの舞台地を活かしたロケツーリズムの推進 
ＮＨＫ朝の連続テレビ小説「おかえりモネ」の舞台となったことを好機と

捉え、積極的に本市の魅力を発信するとともに、番組の中で本市が「森の

町」として紹介されることを活かし、森の町で青春を送るヒロインに照らし

合わせた、ドラマの舞台地をめぐるロケツーリズムや本市の豊かな森林資源

を活かしたフォレストツーリズムを推進します。 

また、市内での映画やドラマ等の撮影を支援し、本市の風景が映像化され

ることによるイメージアップを図り、観光誘客を推進します。 

 
 

おかえりモネ番組タイトル商用利用説明会 番組とコラボレーションした商品開発を検討 

 

④ ウィズコロナ・アフターコロナに適応した観光誘客 

新型コロナウイルス感染症拡大の収束が見えない中、新しい生活様式やニ 

ューノーマルの時代に適応した観光のかたちとして、地域の魅力再発見につ

ながるマイクロツーリズムや豊かな自然の中を走る田園ライド・とめサイク

ルツーリズムを推進するとともに、密を避けて楽しめる長沼フートピア公園

や平筒沼ふれあい公園、高森パークゴルフ場等の観光公園や登米森林公園、

宮城オルレ登米コースなどの観光資源を活かし、観光地として選ばれるため

の取組を進めます。 

  

宮城オルレ登米コースのイベント 田園ライド・とめサイクルツーリズム 
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工 業 振 興

観 光 振 興

地域をあげた魅力創造による商工観光の持続的な発展

基 本 方 針 基 本 施 策 個 別 施 策

基本理念

3

情報発信と観光客誘致

2

商業振興を支援する体制の強化

1

既存企業の育成

4

中小企業・小規模事業者の経営の

安定化

3

雇用対策と企業誘致の推進

2

観光受入体制の強化

1

観光の魅力創造と体験型観光の

推進

1

商店街のにぎわい創出と消費ニー

ズに対応したサービスの構築

3

新規事業者や販路開拓等による経

営支援策の拡充

現 状 と 課 題

〈基本目標〉

「魅力ある個店づ

くりとにぎわい

を創出する経営

支援による商業

の持続的発展」

〈基本目標〉

「既存企業の育

成・企業誘致に

よる工業の発展

と雇用創出」

〈基本目標〉

「五感体感・魅力

創造による観光

振興と交流人口

の拡大」

計 画 の 体 系

2

ものづくり産業の戦略的育成

2-(2)

おもてなし意識の醸成と受入対策

1-(2)

個店と消費者の交流を生む仕組みづくりの推進

1-(1)

新規分野への進出・開拓の推進

1-(2)

人材の確保・育成による生産活動の強化

3-(1)

企業活動支援等による安定した雇用の創出

3-(2)

企業誘致の推進

1-(2)

観光プログラムの構築

2-(1)

交通と宿泊対策

2-(3)

観光施設の整備

3-(1)

観光情報発信機能の充実

3-(2)

観光客誘致対策

2

商工団体等との連携強化

3-(2)

販路開拓、人材育成等の推進

3-(1)

地域に根差した起業・創業の支援

1-(1)

魅力ある個店、商店街づくりの推進

2

地域企業連携による新規事業の育成

1-(1)

観光資源の魅力創出

①商品知識や生活に役立つミニ講座の開催

②個店情報発信の支援

①定期的な商工会との施策検討の推進

②オール登米による商業振興

①空き店舗等を活用した新規事業者支援の推進

②地域資源を活かした起業・創業の支援
③６次産業化及び農商工連携の推進

①おもてなし意識の醸成とＰＲ
②外国人観光客の受入対策

➀観光施設等の整備・管理

①観光キャンペーンの展開、誘致活動

②イベントの開催とフードツーリズムの推進による観光誘客
③ドラマの舞台地を活かしたロケツーリズムの推進
④ウィズコロナ・アフターコロナに適応した観光誘客

①観光周遊に係る二次交通対策

②観光宿泊施設の拡大

①登米市ならではの観光周遊プランの作成

②農業・農家体験等観光プログラムの構築
③みやぎの明治村の観光活性化
④観光ネットワークの構築と広域観光の推進

①雇用機会を創出する企業の事業拡大等への支援

②安定した雇用を生み出す企業生産活動への支援

①販路開拓の取組への支援

②地域産業の魅力発信と地元企業ＰＲの推進
③新事業、新製品開発等の取組への支援

①新規マーケット開拓支援の推進

②経営力を持ち合わす人材育成機会の創出
③後継者の育成と事業継続の推進
④若者の地域定着機会の創出

①企業立地のための情報収集と誘致活動の強化

②企業立地優遇施策による誘致活動の展開

①高まる振興資金ニーズに対応した体制の拡充

②保証料、利子の助成による経営の支援

①若者等の地元定着とＵＩＪターンによる人材確保の支援

②次代を担う「人財」の育成による企業生産活動の強化

①産学官及び地元企業の連携強化の推進

②新たな成長分野等への取組の支援

①観光動態の把握
②地域資源の掘り起こしと磨き上げ

①首都圏、仙台圏への情報発信機能の強化

②登米市知名度アップ対策

≪商業≫

1.卸売・小売業の商店数及び年間販売

額が減少

2.空き店舗等の増加

3.経営改善、活性化に向けた取組の

低迷

≪工業≫

1.工業生産活動の縮小、就職場所の

不足

2.生産年齢人口の減少、低い地元定着

（就職）率

≪観光≫

1.観光客数の現状

2.通過型観光が多く、長時間滞在が

少ない

3.交通アクセスが不便

4.観光施設の老朽化が進む

5.高くない認知度

①トップリーダーによる経営支援と支援事業活用の促進

②ニーズに応じた専門家派遣と店舗イメージアップ支援の推進

③にぎわいを生む商店街づくりの推進

商 業 振 興

①中小企業・小規模事業者等への支援

②持続可能な経済活動を加速する取組

4-(1)

低金利な融資のあっせん

4-(2)

危機下における効果的な経済対策
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第４章 計画の推進 

１ 計画の推進体制 

 商業、工業、観光の専門部のワーキング、検討委員会による全体協議、商工振

興審議会を経て策定した本計画については、市民、事業者、商工観光団体、学校、

県及び市が計画を共有し、連携、協力体制のもと、その基本、個別施策の推進に

取り組みます。 

 

２ 計画の進行管理 

 計画の推進を図るため、毎年度に関係部局による評価、検証を行うとともに、

各関係機関、商工振興審議会での意見、助言を得ながら、必要な改善、見直しを

図ります。 

                                         

 

◆計画の推進                     ◆PDCA による計画の進行管理 
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登米市商工観光振興計画策定までの経過 

年 月 日 開催した会議等 

平成２７年 ６月 ８日 

第１回登米市商工観光振興計画策定検討委員会 

第１回登米市商工観光振興計画策定検討委員会商業・工業・観光部会  

平成２７年 ７月３１日 

第２回登米市商工観光振興計画策定検討委員会商業部会 

第２回登米市商工観光振興計画策定検討委員会工業部会 

平成２７年 ８月 ４日 第２回登米市商工観光振興計画策定検討委員会観光部会 

平成２７年 ８月２４日 第３回登米市商工観光振興計画策定検討委員会観光部会 

平成２７年 ８月２７日 第３回登米市商工観光振興計画策定検討委員会商業部会 

平成２７年 ８月３１日 第３回登米市商工観光振興計画策定検討委員会工業部会 

平成２７年１０月 １日 第２回登米市商工観光振興計画策定検討委員会 

平成２７年１２月 １日 
第１回登米市商工振興審議会 

「登米市商工観光振興計画（案）」の諮問 

平成２７年１２月２１日 第３回登米市商工観光振興計画策定検討委員会  

平成２７年１２月２５日 

～ 

平成２８年 １月２５日 

市民意見公募（パブリックコメント） 

「登米市商工観光振興計画（案）」について 

平成２８年 １月２９日 第２回登米市商工振興審議会 

平成２８年 ２月 １日 「登米市商工観光振興計画（案）」の答申 

 

資料１ 
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登米市商工観光振興計画中間見直し版策定までの経過 

年 月 日 開催した会議等 

令和２年12月21日 第１回登米市商工観光振興計画策定検討委員会 

令和２年12月24日 
第１回登米市商工振興審議会 

「登米市商工観光振興計画（中間見直し案）」の諮問 

令和３年１月21日 第２回登米市商工観光振興計画策定検討委員会 

令和３年１月26日 第２回登米市商工振興審議会 

令和３年１月29日 「登米市商工観光振興計画（中間見直し案）」の答申 
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○登米市商工振興審議会条例 

平成 17 年 4 月 1 日 

条例第 180 号 

(設置) 

第 1 条 市長の諮問に応じ、商工業振興の基本的な計画及び観光振興対策等に関する重要事

項を審議するため、登米市商工振興審議会(以下「審議会」という。)を置く。 

(組織) 

第 2 条 審議会は、委員 20 人以内で組織する。 

2 委員は、次に掲げる者のうちから必要の都度市長が任命する。 

(1) 市商工会会員 

(2) 知識経験を有する者 

3 委員は、当該諮問に係る審議が終了したときは、解任されるものとする。 

(会長) 

第 3 条 審議会に会長を置き、委員の互選によって定める。 

2 会長は会務を総理し、審議会を代表する。 

3 会長に事故があるとき又は欠けたときは、会長があらかじめ指定した委員がその職務を

代理する。 

(会議) 

第 4 条 審議会は、会長が招集する。 

2 審議会の会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。 

3 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは会長の決するところによる。 

(委任) 

第 5 条 この条例に定めるもののほか、必要な事項は、会長が審議会に諮って定める。 

附 則 

この条例は、平成 17 年 4 月 1 日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料２ 
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登米市商工振興審議会委員名簿 

№ 氏名 役職等 

1 岩
いわ

 渕
ぶち

 吉
きち

 郎
ろう

 登米地域商工会連絡協議会 会長 

2 西
さい

 條
じょう

 多
た

美
み

子
こ

 登米ブロック商工会女性部連絡協議会 会長 

3 加
か

 藤
とう

 仁
ひと

 志
し

 登米ブロック商工会青年部連絡協議会 会長 

4 阿
あ

 部
べ

 泰
やす

 彦
ひこ

 一般社団法人 登米市観光物産協会 会長 

5 菅
すが

 原
わら

 和
かず

 夫
お

 株式会社とよま振興公社 代表取締役 

6 池
いけ

 田
だ

 和
かず

 子
こ

 登米市グリーン・ツーリズム推進協議会 会長 

7 二
に

 階
かい

 堂
どう

  學
まなぶ

 登米市産業振興会 会長 

8 菅
すが

 原
わら

   淳
じゅん

 迫公共職業安定所 所長 

9 阿
あ

 部
べ

 幸
ゆき

 信
のぶ

 宮城県東部地方振興事務所登米地域事務所 地方振興部長 

10 佐
さ

 藤
とう

   修
おさむ

 迫リコー株式会社 取締役 

11 熊
くま

 谷
がい

 桂
けい

 子
こ

 精進スイーツ結び 経営者兼パティシエ 

12 柳
やな

 川
がわ

 晃
こ

祐
う

太
た

 公益社団法人 とめ青年会議所 理事長 

 

 

 

資料３ 
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登米市商工振興審議会（中間見直し版策定時）委員名簿 

 

№ 氏名 役職等 

1 阿
あ

 部
べ

 泰
やす

 彦
ひこ

 登米地域商工会連絡協議会 会長 

2 只
ただ

 野
の

 好
よし

 子
こ

 登米ブロック商工会女性部連絡協議会 会長 

3 桑
くわ

 原
ばら

 裕
ゆう

 也
や

 登米ブロック商工会青年部連絡協議会 会長 

4 猪
いの

 股
また

 育
いく

 夫
お

 一般社団法人 登米市観光物産協会 会長 

5 山
やま

 田
だ

  正
ただし

 登米市産業振興会 会長 

6 管
かん

 家
け

 孝
たか

 弘
ひろ

 迫公共職業安定所 所長 

7 白
しろ

 鳥
とり

 成
なる

 英
ひで

 宮城県東部地方振興事務所登米地域事務所 地方振興部長 
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○登米市商工観光振興計画策定検討委員会設置要綱 
平成 27 年 6 月 1 日 

告示第 210 号 
(設置) 

第 1 条 登米市商工観光振興計画(以下「振興計画」という。)の策定に関する事務を総合的かつ
効果的に推進するため、登米市商工観光振興計画策定検討委員会(以下「委員会」という。)を
設置する。 
(所掌事項) 

第 2 条 委員会の所掌事項は、次のとおりとする。 
(1) 振興計画の策定検討に関すること。 
(2) 振興計画策定のための関係機関との連絡調整に関すること。 
(3) 前 2 号に掲げるもののほか、振興計画策定のために必要な事項 

(組織) 
第 3 条 委員会は、委員 20 人以内をもって組織する。 
2 委員は、次の各号に掲げる者のうちから市長が委嘱又は任命する。 

(1) 学識経験者 
(2) 商工業関係者 
(3) 観光関係者 
(4) 関係行政機関の職員 
(5) 市の職員 
(6) 前各号に掲げる者のほか、市長が必要と認めるもの 

(任期) 
第 4 条 委員の任期は、委嘱又は任命された日から振興計画の案を市長に提出した日までとする。

ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 
(委員長及び副委員長) 

第 5 条 委員会に、委員長及び副委員長を置き、委員長には産業経済部長の職にある者を、副委
員長には産業経済部次長及び参事の職にある者をもって充てる。 

2 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 
3 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、その職

務を代理する。 
(会議) 

第 6 条 委員会の会議は、委員長が招集し、委員長がその議長となる。 
2 委員長は、委員が会議を欠席する場合には、当該委員の代理者の出席を求めることができる。 
3 委員長は、会議の運営上必要があると認めるときは、委員以外の者に出席を求め、説明又は意

見を聴くことができる。 
(専門部会) 

第 7 条 委員会における所掌事項について、専門的かつ幅広い視点から調査及び検討を行い、委
員会の討議に資するため、委員会に次の専門部会を置く。 

(1) 商業部会 
(2) 工業部会 
(3) 観光部会 

2 委員長及び副委員長以外の委員は、専門部会に所属する。 
3 専門部会に、部会長及び副部会長を置き、部会員の互選により選任する。 
4 第 5 条(第 1 項の規定を除く。)及び第 6 条の規定は、専門部会に準用する。この場合におい

て、「委員長」とあるのは「部会長」と、「委員会」とあるのは「専門部会」と、「副委員長」と
あるのは「副部会長」と、「委員」とあるのは「部会員」と読み替えるものとする。 
(謝金) 

第 8 条 委員(公共団体及び公共的団体に属する者を除く。)には、予算の範囲内で謝金を支払う
ものとする。 
(庶務) 

第 9 条 委員会及び専門部会の庶務は、産業経済部商工観光課において処理する。 
(委任) 

第 10 条 この要綱に定めるもののほか、委員会及び専門部会の運営について必要な事項は、委
員長が別に定める。 

附 則 
この告示は、平成 27 年 6 月 1 日から施行する。 
 

資料４ 
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登米市商工観光振興計画策定検討委員会委員名簿 

 

№ 氏名 役職等 専門部 

1 高
たか

 橋
はし

   巌
いわお

 登米市産業経済部 部長  委員長 

2 丸
まる

 山
やま

   仁
ひとし

 登米市産業経済部 次長  副委員長 

3 遠
えん

 藤
どう

   仁
じん

 登米市産業経済部 参事 〃 

4 佐
さ

 藤
とう

 浩
ひろ

 幸
ゆき

 登米中央商工会 事務局長 
商業 

（部会長） 

5 橘
たちばな

   喜久男
き く お

 有限会社ガトウタチバナ 代表取締役 
商業 

(副部会長) 

6 相
あい

 澤
ざわ

 義
よし

 広
ひろ

 みやぎ北上商工会 経営支援課 課長 商業 

7 佐
さ

 藤
とう

 秀
ひで

 雄
お

 登米みなみ商工会 経営支援課 課長 〃 

8 渡
わた

 邉
なべ

   誠
まこと

 登米市産業経済部 ブランド戦略室 室長 〃 

9 後
ご

 藤
とう

 康
こう

 治
じ

 株式会社登米精巧 代表取締役 
工業 

（部会長） 

10 水
みず

 野
の

 寛
ひろ

 司
し

 トヨテツ東北株式会社 取締役社長 
工業 

(副部会長) 

11 佐々木
さ さ き

 栄
えい

 一
いち

 
迫公共職業安定所 求人・専門援助部門 

統括職業指導官 
工業 

12 佐々木
さ さ き

 信
のぶ

 行
ゆき

 
宮城県東部地方振興事務所登米地域事務所 

地方振興部 次長 
〃 

13 伊
い

 藤
とう

 秀
ひで

 樹
き

 登米市産業経済部 新産業対策室 室長 〃 

14 伊
い

 藤
とう

 秀
ひで

 雄
お

 有限会社伊豆沼農産 代表取締役 
観光 

（部会長） 

15 海老名
え び な

 康
やす

 和
かず

 合資会社海老喜商店 代表 
観光 

(副部会長) 

16 三
み

 浦
うら

   均
ひとし

 宮城県観光連盟 観光産業振興参与兼事務局長 観光 

17 菅
すが

 原
わら

 博
ひろ

 子
こ

 登米市観光物産協会 事務局長 〃 

18 佐
さ

 藤
とう

   浩
ひろし

 登米市企画部 市民活動支援 課長 〃 

 

  

資料５ 
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登米市商工観光振興計画策定検討委員会（中間見直し版策定時）委員名簿 

 

№ 氏名 役職等 専門部 

1 阿
あ

 部
べ

 孝
たか

 弘
ひろ

 登米市産業経済部 部長  委員長 

2 遠
えん

 藤
どう

  亨
とおる

 登米市産業経済部 次長  副委員長 

3 佐
さ

 藤
とう

 浩
ひろ

 幸
ゆき

 登米中央商工会 事務局長 商業 

4 斎
さい

 藤
とう

 紀
のり

 弘
ひろ

 みやぎ北上商工会 事務局長 商業 

5 小
こ

 泉
いずみ

  博
ひろし

 登米みなみ商工会 事務局長 商業 

6 佐
さ

 藤
とう

 修
おさむ

 登米市産業振興会 副会長 工業 

7 伊
い

 藤
とう

 秀
ひで

 雄
お

 登米市産業振興会 副会長 観光 

8 中
なか

 山
やま

 ゆ か り 
迫公共職業安定所  

求人・専門援助部門 統括職業指導官 
工業 

9 鎌
かま

 田
た

 昭
あき

 彦
ひこ

 
宮城県東部地方振興事務所登米地域 事務

所地方振興部 次長兼企画員 
工業 

10 菅
すが

 原
わら

 博
ひろ

 子
こ

 登米市観光物産協会 事務局長 観光 

11 千
ち

 葉
ば

 昌
まさ

 彦
ひこ

 
登米市まちづくり推進部  

観光シティプロモーション課長 
観光 
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